
水 道 ・ 生 活 排 水 グ ル ー プ
（水道）

１　水道の指導監督

予算額　　１，４７７，０４８千円

決算額　１，４２０，５５３千円
　　（特財　１，４１２，７９８千円）

(1)　水道事業の計画指導・認可

安全で良質な水の安定給水を確保するため、府内各水道事業者（上水道事業４３事業、水道用水供給事業２事業）から、拡張事業や配水管等の整備事業、水道施設の耐震化事業等の実施計画について聴取を行い、効率的に推進されるよう指導・助言を行った。

令和元年度　水道事業認可・全部譲受届の件数：２件

（2）水道広域化の推進

大阪府水道整備基本構想（おおさか水道ビジョン）で示した府域水道の将来像を実現するため、府域一水道に向けた更なる広域化の推進に努めた。

令和元年度は、平成30年度に設置した府内全水道事業者が参画する府域一水道に向けた水道のあり方協議会において、府域水道事業の最適化や施設の最適配置等を検討し、「府域一水道に向けた水道のあり方に関する検討報告書」をとりまとめた。また、本報告書を大阪府における「水道広域化推進プラン」と位置付けた。
副首都推進本部会議の検討チーム（副首都推進局、健康医療部、大阪市水道局）では、持続可能な府域水道事業の構築に向けた取組みについて検討を行った。

(3)　水道事業者への立入検査

知事認可の全３４水道事業者へ立入検査を実施し、水道関係法令、通知による指導等の遵守状況を検査するとともに、運営基盤の強化、老朽化施設の計画的な更新及び耐震化の促進、広域的な水質管理について、必要な指導、助言を行った。特に令和元年度は、前回の立入検査の指摘事項の改善状況の他、断水時の給水対応に向けた取組状況（医療機関等との連携の有無）について重点的に検査を行った。

(4)　水道整備に対する補助金

平成２８年度から、従来の国庫補助制度が交付金制度へ変更されたため、厚生労働省からの交付金を、市町村等へ大阪府の補助金として交付するため、「大阪府生活基盤施設耐震化等補助金交付要綱」を策定し、水道整備事業に対する補助金（交付金）申請の内容審査、現地調査等の指導を行い、対象事業の適正な執行に努めた。

令和元年度生活基盤施設耐震化等補助金一覧表

(上水道・一般会計)

	補助事業者
	事　業　内　容
	補助金額
（千円）

	豊中市
	緊急時給水拠点確保等事業
	36,210

	
	水道管路耐震化等推進事業
	25,537

	枚方市
	緊急時給水拠点確保等事業
	12,750

	
	水道管路耐震化等推進事業
	22,666

	高槻市
	水道事業運営基盤強化推進事業（水道施設台帳整備事業）
	1,000

	大阪広域
水道企業団
	水道管路耐震化等推進事業
	1,962

	
	水道事業運営基盤強化推進事業（広域化事業）
	1,573

	
	水道事業運営基盤強化推進事業（運営基盤強化等事業）
	1,573

	合計
	
	103,271


(上水道・一般会計・本省繰越)

	補助事業者
	事　業　内　容
	補助金額
（千円）

	松原市
	緊急時給水拠点確保等事業
	18,000

	熊取町
	緊急時給水拠点確保等事業
	44,547

	藤井寺市
	緊急時給水拠点確保等事業
	11,232

	東大阪市
	緊急時給水拠点確保等事業
	24,948

	池田市
	水道管路耐震化等推進事業
	13,000

	大阪広域
水道企業団
	緊急時給水拠点確保等事業
	1,053,700

	
	水道事業運営基盤強化推進事業（広域化事業）
	88,900

	
	水道事業運営基盤強化推進事業（運営基盤強化等事業）
	50,000

	合計
	
	1,304,327


(5)　専用水道・特設水道の衛生確保

令和元年度は、特設水道で布設工事設計確認を行った施設が１件あったが、新たな施設ではなく、元々専用水道として確認を受けていた施設の使用水量減少によるものであった。なお、例年どおり保健所から専用水道・特設水道施設へ立入検査を行い、水道施設の衛生確保に努めた。

(6)　水道水中微量有機物質調査の実施

「大阪府水道水質管理計画（平成29年5月改定）」に基づき、府内の水道水源及び水道水中の未規制微量有機物質等の実態を把握し、水道水の安全確保を図るための基礎資料を得ることを目的に、大阪健康安全基盤研究所及び関係水道（用水供給）事業体の協力を得て、令和元年度は「農薬類および農薬類代謝物（5物質）」を対象項目として実施した。

(7)　簡易専用水道等貯水槽水道の衛生確保

ビル・マンション等に設けられている貯水槽水道の適正な管理が行われるよう、保健所により「大阪府簡易専用水道監視指導実施要領」、「大阪府小規模貯水槽水道衛生管理指導要領」に基づき施設への立入指導やパンフレット配付などを行い、衛生的な水道水の供給の確保に努めた。

(8)　飲用井戸の衛生確保

飲用井戸の利用による健康被害を防止するため、「大阪府飲用井戸等衛生管理指導要領」に基づき、保健所により施設への立入指導やパンフレット配付などを行い飲用井戸の適正な利用の確保に努めている。

トリクロロエチレン等の有害物質が検出された場合は、「大阪府地下水質保全対策要領」に基づき、「汚染井戸周辺地区調査」を実施し、汚染井戸周辺の家庭用井戸利用者に対して井戸利用状況調査・水質検査等衛生確保対策を実施している。

(9)　水道水質検査外部精度管理

正確で信頼性の高い検査結果が常に得られるよう水道水質検査精度の向上を図ることを目的に、大阪健康安全基盤研究所及び関係水道事業体等の協力を得て、令和元年度は「ナトリウム及びその化合物」、「一般細菌」を対象項目として実施した。また、フォローアップとして外部精度管理基礎研修会等を開催し、分析担当者の技術力の向上に努めた。
(10)　耐塩素性病原微生物クリプトスポリジウム対策

クリプトスポリジウムによる水道水の安全対策を確保するため、平成１９年３月に厚生労働省から示された「水道水におけるクリプトスポリジウム等対策指針」に基づき、各水道事業体に対し、浄水濁度を0.1度以下に維持できるろ過設備又はクリプトスポリジウム等を不活化できる紫外線処理設備の整備と、ろ過池出口の水の濁度管理等、クリプトスポリジウムの汚染防止対策の徹底について指導を行った。

(11)　専用水道、簡易専用水道等の事務移譲等

大阪府では、大阪発“地方分権改革”ビジョンに基づき市町村への水道法及び特設水道条例の事務移譲を進めてきたが、平成２５年４月に水道法が改正され、専用水道、簡易専用水道の指導・監督の業務が市に移譲された。このことに伴い、水道法に係る事務は町村域のうち、忠岡町及び熊取町に移譲しており、市域については、府特設水道条例に係る事務のみ移譲対象としている。令和元年度の事務処理件数は以下のとおりとなっている。また、移譲市町を対象に連絡会議や技術研修等の実施により円滑な事務移譲に努めた。

令和元年度水道法に係る事務処理件数
	権限移譲市町
	処理件数

	熊取町
	15


令和元年度特設水道条例に係る事務処理件数

	権限移譲市町
	処理件数

	吹田市
	4

	高槻市
	6

	貝塚市
	5

	茨木市
	10

	四條畷市
	11

	交野市
	4



 (12)　災害時生活用水確保等事業

大規模地震等の災害時に既存の井戸等を有効活用し、生活用水を確保することを目的とした「災害時協力井戸」について、ホームページ等において、広報を行い、登録、利用方法等、事業の周知に努めている。

また、「災害時協力井戸」に係る事業を開始して約１０年経過していることから、平成２９年度は、府保健所所管の登録情報に変更等がないか確認を行った。

「災害時協力井戸」登録事業については、平成２５年度の水道法の改正に伴い、市域について本事業の移譲を進めており、平成２９年４月時点で未実施であった３市（阪南市・貝塚市・泉佐野市）について平成３０年度中に移譲することにより府内全ての市域の移譲が完了した。

（平成３０年４月より移譲→阪南市・貝塚市　　平成３０年１０月より移譲→泉佐野市）

○根拠法令

水道法

大阪府特設水道条例

生活基盤施設耐震化等交付金交付要綱

簡易水道等施設整備費国庫補助金交付要綱
（生活排水）
１　合併処理浄化槽の整備促進　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予算額　　７，６８３千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　決算額　　４，６３２千円 

（特財　１２５千円）
「浄化槽設置整備事業（個人設置型）」及び「浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型）」を実施する市町村に対し、補助金を交付した。なお、浄化槽市町村整備推進事業については、高度処理型の合併処理浄化槽（窒素又は燐除去、窒素及び燐除去型）による整備を対象とした。
	事　業　名
	市町村名（実施市町村数）
	設置基数

	浄化槽設置整備事業

（個人設置型）
	貝塚市、河内長野市、和泉市、柏原市、
泉南市、島本町、熊取町、
岬町、河南町、千早赤阪村
（５市４町１村）
	２６基

	浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型）
	茨木市、富田林市、河内長野市

和泉市、柏原市
　（５市）
	３１基


○根拠法令　大阪府浄化槽整備事業費補助金交付要綱
２　浄化槽の適正管理指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算額　　１，５４１千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       決算額　　　　８８２千円
浄化槽の所期性能を確保し、下水道と並ぶ生活排水処理施設として浄化槽の信頼性確保を図るため、保健所による立入指導等を行った。
また、法定検査については、７条検査受検後初めて１１条検査を受検する浄化槽管理者、１０人槽以下の単独処理浄化槽および合併処理浄化槽で１１条検査未受検の浄化槽管理者に対し、文書等により受検指導を行った。さらに、平成２５年９月から１０人槽以下の１１条検査に、BOD(生物学的酸素要求量)を主な指標とし検査業務の一部を保守点検業者の採水員に委託して実施する「効率化検査」を導入し、市町村の広報紙などを活用して受検啓発を行った。
(１)　浄化槽の維持管理
ア　浄化槽設置基数 （令和元年度末現在）
	　　　　　　　 人槽
 区分
	～２０
	～１００
	～５００
	５０１～
	計

	 eq \o\ad(旧構造,　　　　　　　　)
基準適用
	単独処理
	２８，３６１
	４，３９５
	４２８
	１４
	３３，１９８

	
	合併処理
	３
	９
	１６０
	３２
	２０４

	 eq \o\ad(新構造,　　　　　　　　)
基準適用
	単独処理
	３７，７９３
	４，７２０
	６６
	４
	４２，５８３

	
	合併処理
	４３，６６３
	２，９８４
	９９２
	７８
	４７，７１７

	 eq \o\ad(小　計,　　　　　　　　)
	単独処理
	６６，１５４
	９，１１５
	４９４
	１８
	７５，７８１

	
	合併処理
	４３，６６６
	２，９９３
	１，１５２
	１１０
	４７，９２１

	合　　  計
	１０９，８２０
	１２，１０８
	１，６４６
	１２８
	１２３，７０２


イ　令和元年度監視指導等件数（保健所設置市及び権限移譲市を除く。）
	人槽

内容
	～１０
	～２０
	～５０
	～１００
	～５００
	５０１～
	計

	設置申請等書類の受付件数
	８７４
	２４
	４７
	１６
	３
	４
	９６８

	（施工管理資格者）※１
	３６６
	８
	１０
	０
	０
	０
	３８４

	
	
	
	
	
	
	
	

	現場指導数※２
	２7
	１
	０
	１
	０
	１
	３０

	法定検査の受検指導数
	４４５
	４３
	３９
	１７
	２
	０
	５４６

	７条検査
	不適施設数
	６８
	５
	３
	１
	０
	０
	７７

	
	法定検査事後指導数
	５８
	２
	５
	０
	０
	０
	６５

	
	事後指導による改善数
	２４
	１
	１
	０
	０
	０
	２６

	１１条検査
	不適施設数
	１２８
	３２
	７９
	１７
	５
	０
	２６１

	
	法定検査事後指導数
	９９
	３４
	８０
	２１
	５
	０
	２３９

	
	事後指導による改善数
	５１
	２３
	５１
	９
	４
	０
	１３８

	苦情・相談に伴う指導数
	単独※３
	３２
	１
	１１
	４
	２
	０
	５０

	
	合併※３
	６１
	１８
	７
	２２
	０
	０
	１０８

	一般維持管理指導数
	
	－
	－
	－
	－
	－
	１，７７８


※1　（施工管理資格者）：施工管理資格者による施工件数

※2　現場指導数：竣工時の検査数

※3　単独：単独処理浄化槽、合併：合併処理浄化槽

ウ　浄化槽法定検査の受検指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和元年度法定検査受検件数
	区　  　        　分
	７条検査
	１１条検査

	 eq \o\ad(検　　査　　数,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	９７０
	１３，６１２

	検査結果

	適　　　　　正
	６３２
	１０，３９９

	
	 eq \o\ad(おおむね適正,　　　　　　　　　　　　　　)
	１７８
	２，６０１

	
	不　　適　　正
	１６０
	６１２


 ○根拠法令　浄化槽法
(２)　し尿処理施設等の整備促進及び維持管理
市町村等が設置している既存施設については維持管理が適切に実施されるよう、立入指導を行うとともに、日常の管理状況を把握するために各施設から月間報告書を徴収した。
　　　
令和元年度末現在し尿処理施設数
１８  施設
令和元年度監視指導件数
２１　件
○根拠法令　廃棄物の処理及び清掃に関する法律
３　水質汚濁防止法に基づく指定地域特定施設の適正管理指導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 予算額　　６２６千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       決算額　　６１５千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（環境管理室事業所指導課予算）
公共水域の水質の汚濁防止を図るため、「指定地域特定施設」である２０１人槽以上５００人槽以下の浄化槽について水質検査を実施し、設置者に対し排水基準等の遵守指導を行った。
また、第８次水質総量規制が適用となる施設について、届出指導及び窒素、りんの測定の指導を行った。
令和元年度末現在指定地域特定施設数　 
１１２　施設
令和元年度監視指導件数　　　  　　　 　
１４０　件
○根拠法令　水質汚濁防止法
４　浄化槽法に基づく事務の権限移譲

予算額　　１３，８７０千円

決算額　　１１，６０５千円

大阪府衛生行政事務に係る事務処理の特例に関する条例の規定に基づき、浄化槽法に基づく事務の内、浄化槽の設置に関する届出受理等の事務であって岸和田市他１０市の区域にかかるものは、当該市が処理することとしている。

移譲事務を処理する市に対し、担当職員等に対する担当者会議や研修を実施した。また、事務執行に必要な経費として、交付金を交付する財源措置をとった。

　　　　　　　　　令和元年度事務処理件数　　　

	権限移譲市
	事務処理件数　[件]

	岸和田市
	４３０

	吹田市
	６０

	貝塚市
	１，０７０

	茨木市
	３４７

	松原市
	２９５

	和泉市
	９９８

	摂津市
	１２２

	四條畷市
	５８

	交野市
	２９４

	阪南市
	８７６


熊取町の事務処理件数は、全て専用水道に係る件数


忠岡町は権限移譲済みであるが、処理件数が0件








権限移譲済みであるが、処理件数が0件であった市町


堺市、岸和田市、豊中市、池田市、泉大津市、守口市、枚方市、八尾市、泉佐野市、寝屋川市、河内長野市、松原市、大東市、和泉市、箕面市、柏原市、羽曳野市、門真市、摂津市、高石市、藤井寺市、東大阪市、


泉南市、大阪狭山市、阪南市、忠岡町、熊取町












